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雇用保険法等の一部を改正する法律（平成二十九年法律第十四号）による改正

後の育児・介護休業法の規定（第五条、第二十一条、第二十四条の抜粋） 

 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平

成三年法律第七十六号）（抄） 

 

（育児休業の申出） 

第五条 労働者は、その養育する一歳に満たない子について、その事業主に申

し出ることにより、育児休業をすることができる。ただし、期間を定めて雇

用される者にあっては、次の各号のいずれにも該当するものに限り、当該申

出をすることができる。 

一 当該事業主に引き続き雇用された期間が一年以上である者 

二 その養育する子が一歳六か月に達する日までに、その労働契約（労働契

約が更新される場合にあっては、更新後のもの）が満了することが明らか

でない者 

２ 前項の規定にかかわらず、育児休業（当該育児休業に係る子の出生の日か

ら起算して八週間を経過する日の翌日まで（出産予定日前に当該子が出生し

た場合にあっては当該出生の日から当該出産予定日から起算して八週間を経

過する日の翌日までとし、出産予定日後に当該子が出生した場合にあっては

当該出産予定日から当該出生の日から起算して八週間を経過する日の翌日ま

でとする。）の期間内に、労働者（当該期間内に労働基準法（昭和二十二年法

律第四十九号）第六十五条第二項の規定により休業した者を除く。）が当該子

を養育するためにした前項の規定による最初の申出によりする育児休業を除

く。）をしたことがある労働者は、当該育児休業を開始した日に養育していた

子については、厚生労働省令で定める特別の事情がある場合を除き、同項の

申出をすることができない。 

３ 労働者は、その養育する一歳から一歳六か月に達するまでの子について、

次の各号のいずれにも該当する場合に限り、その事業主に申し出ることによ

り、育児休業をすることができる。ただし、期間を定めて雇用される者であ

ってその配偶者が当該子が一歳に達する日（以下「一歳到達日」という。）に

おいて育児休業をしているものにあっては、第一項各号のいずれにも該当す

るものに限り、当該申出をすることができる。 

一 当該申出に係る子について、当該労働者又はその配偶者が、当該子の一

歳到達日において、育児休業をしている場合 

二 当該子の一歳到達日後の期間について休業することが雇用の継続のため

に特に必要と認められる場合として厚生労働省令で定める場合に該当する
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場合 

４ 労働者は、その養育する一歳六か月から二歳に達するまでの子について、

次の各号のいずれにも該当する場合に限り、その事業主に申し出る事により、

育児休業をすることができる。 

一 当該申出に係る子について、当該労働者又はその配偶者が、当該子の一

歳六か月に達する日（次号及び第六項において「一歳六か月到達日」とい

う。）において育児休業をしている場合 

二 当該子の一歳六か月到達日後の期間について休業することが雇用の継続

のために特に必要と認められる場合として厚生労働省令で定める場合に該

当する場合 

５ 第一項ただし書の規定は、前項の申出について準用する。この場合におい

て、第一項第二号中「一歳六か月」とあるのは、「二歳」と読み替えるものと

する。 

６ 第一項、第三項及び第四項の規定による申出（以下「育児休業申出」とい

う。）は、厚生労働省令で定めるところにより、その期間中は育児休業をする

こととする一の期間について、その初日（以下「育児休業開始予定日」とい

う。）及び末日（以下「育児休業終了予定日」という。）とする日を明らかに

して、しなければならない。この場合において、第三項の規定による申出に

あっては当該申出に係る子の一歳到達日の翌日を、第四項の規定による申出

にあっては当該申出に係る子の一歳六か月到達日の翌日を、それぞれ育児休

業開始予定日としなければならない。 

７ 第一項ただし書、第二項、第三項ただし書、第五項及び前項後段の規定は、

期間を定めて雇用される者であって、その締結する労働契約の期間の末日を

育児休業終了予定日（第七条第三項の規定により当該育児休業終了予定日が

変更された場合にあっては、その変更後の育児休業終了予定日とされた日）

とする育児休業をしているものが、当該育児休業に係る子について、当該労

働契約の更新に伴い、当該更新後の労働契約の期間の初日を育児休業開始予

定日とする育児休業申出をする場合には、これを適用しない。 

 

（育児休業等に関する定めの周知等の措置） 

第二十一条 事業主は、育児休業及び介護休業に関して、あらかじめ、次に掲

げる事項を定めるとともに、これを労働者に周知させるための措置（労働者

若しくはその配偶者が妊娠し、若しくは出産したこと又は労働者が対象家族

を介護していることを知ったときに、当該労働者に対し知らせる措置を含む。）

を講ずるよう努めなければならない。 

一 労働者の育児休業及び介護休業中における待遇に関する事項 
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二 育児休業及び介護休業後にいける賃金、配置その他の労働条件に関する

事項 

三 前二号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定める事項 

２ 事業主は、労働者が育児休業申出又は介護休業申出をしたときは、厚生労

働省令で定めるところにより、当該労働者に対し、前項各号に掲げる事項に

関する当該労働者に係る取扱いを明示するよう努めなければならない。 

 

（小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者等に関する措置） 

第二十四条 事業主は、その雇用する労働者のうち、その小学校就学の始期に

達するまでの子を養育する労働者に関して、労働者の申出に基づく育児に関

する目的のために利用することができる休暇（子の看護休暇、介護休暇及び

労働基準法第三十九条の規定による年次有給休暇として与えられるものを除

き、出産後の養育について出産前において準備することができる休暇を含む。）

を与えるための措置及び次の各号に掲げる当該労働者の区分に応じ、当該各

号に定める制度又は措置に準じて、それぞれ必要な措置を講ずるよう努めな

ければならない。 

一 その一歳（当該労働者が第五条第三項の規定による申出をすることがで

きる場合にあっては一歳六か月、当該労働者が同条第四項の規定による申

出をすることができる場合にあっては二歳。次号において同じ。）に満たな

い子を養育する労働者（第二十三条第二項に規定する労働者を除く。同号

において同じ。）で育児休業をしていないもの 始業時刻変更等の措置 

二 その一歳から三歳に達するまでの子を養育する労働者 育児休業に関す

る制度又は始業時刻変更等の措置 

三 その三歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者 育

児休業に関する制度、第十六条の八の規定による所定外労働の制限に関す

る制度、育児のための所定外労働時間の短縮措置又は始業時刻変更等の措

置 

２ 事業主は、その雇用する労働者のうち、その家族を介護する労働者に関し

て、介護休業若しくは介護休暇に関する制度又は介護のための所定労働時間

の短縮等の措置に準じて、その介護を必要とする期間、回数等に配慮した必

要な措置を講ずるように努めなければならない。 


